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本研究では，健康保険の給付情報に基づく医療費データを用いて，富山市で実施されている公共交通運

賃割引施策「おでかけ定期券事業」の医療費抑制効果を定量的に計測することを目的とし，調査および分

析を行った． 

分析の結果，おでかけ定期券利用者の方が非利用者よりも多く歩くこと，ならびに，1日平均歩数が多

い分類に含まれる人ほど医療費が安い傾向にあることを統計的な分析により明らかにした．その上で，お

でかけ定期券の利用状況ごとの医療費を算出することで，医療費抑制効果を定量的に計測した． 
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1. 背景と目的 

 

近年，我が国では高齢化が急速に進行しており，2000

年に17.4%であった高齢化率(65歳以上人口割合)が，2015

年には26.7%に達し，さらに2035年には33.4%と全人口の

3分の1以上が高齢者になることが予測されている1)．高

齢化に伴い医療費は増加の一途をたどっており，医療・

介護制度を持続可能なものにするためにも，高齢者の健

康を増進することが重要な課題の1つとなっている．そ

こで，健康日本212)では，高齢者の「外出について積極

的な態度をもつ者の増加」および「日常生活における歩

数の増加」を目標として掲げており，2013年に告示され

た第2次健康日本21では，70歳以上の1日あたりの歩数の

目標値として，男性は7,000歩，女性は6,000歩が定めら

れている3)． 

健康増進のために十分な外出や身体活動を達成するに

は，個人の自助努力だけでは限界があり，都市環境やモ

ビリティの整備も必要であると考えられる．国土交通省

より公表された「健康・医療・福祉のまちづくり推進ガ

イドライン」4)では，多くの歩行量を伴う外出が促され

るような都市の形成が目指されている．また，身体活動

の促進による医療費の抑制効果に関する知見の蓄積から

1歩あたりの医療費を用いた評価方法も提案されている5)． 

以上のような背景のもと高齢者を対象とした公共交通

運賃割引施策は，高齢者の外出や身体活動を促し，さら

には医療費を抑制することが期待される． 

しかし，これらの施策について医療費抑制効果を計測

した研究はみられない．そこで，健康保険の給付情報に

基づく医療費データを用いて，富山市で実施されている

公共交通運賃割引施策「おでかけ定期券事業」の医療費

抑制効果を定量的に計測することを目的とする． 

 

 

2. 身体活動と医療費の関係に関する研究 

 

(1) 交通・都市環境と健康の関係 

交通・都市環境の整備が，徒歩移動による身体活動を

促し，居住者の健康増進につながるという仮説のもと，

これまでにも数多くの研究がなされてきた． 

交通・都市環境と身体活動および健康状態の関係を分
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析した研究として，たとえば，都市環境と通勤交通手段，

身体活動量，BMIの関係を分析した難波・室町6)や，個

人の運動や食に関する行動および健康意識と心身の健康

状態の関係を分析した雀ら7)が挙げられる．また高齢者

を対象にした研究として，谷本8)は地方都市の高齢者に

アンケート調査を実施し，外出手段が生活機能の1年間

の推移に及ぼす影響を分析し，柳原9)は外出頻度と移動

手段，活動能力の関係を分析した．さらに，Elizabeth 

et.al10)は，イギリスにおける高齢者を対象とした公共交

通の運賃割引制度に着目し，公共交通利用が肥満リスク

を低下させることを明らかにした．以上のように，高齢

者における交通・都市環境と身体活動量および健康指標

との関係を示す研究は多数みられる．しかし，これらの

研究では健康増進に伴う医療費の抑制効果については分

析されていない． 

また交通施策の医療費抑制効果を検討した研究として，

村田・室町11)が挙げられる．村田・室町は，通勤交通手

段の変化による歩数の増加に伴うBMIの減少量を予測し，

さらにBMIの減少による罹病率の変化から医療費抑制効

果を推定した．しかし，実際の医療費を用いた研究はみ

られない． 

 

(2) 交通・都市計画における健康便益の評価方法 

医療費と身体活動の関連性についての研究として，例

えば国民健康保険の医療費と歩行時間の関連性を分析し

たTsuji et al. の一連の研究12)13)や運動介入の経済効果を国

民健康保険データを用いて明らかにした神山ら14)などが

挙げられる． 

これらの研究成果を用いて，歩行量調査ガイドライン
5)では，歩行量を観測し，歩行による健康増進効果とし

て1日1歩あたりの医療費抑制効果（0.065円～0.072円）

を用いることで施策の便益を計測することを提案してい

る． 

また，欧州ではWHOによりHEAT15)が開発されている．

HEATでは死亡率が低下することへの支払い意思額をも

とに，交通手段の転換がもたらす身体活動の増加による

各病気の死亡率の低下から，経済効果を算出している． 

 

(3) 本研究の特徴 

以上の研究のレビューをまとめると，身体活動量の変

化などを介さず，実際の医療費データを用いて直接的に，

交通施策の医療費抑制効果を分析した研究はみられない．

そこで，本研究の特徴として，健康保険の給付情報に基

づく実際の医療費データを用いて公共交通運賃割引施策

の効果を定量的に計測する点が挙げられる． 

 

 

3. データの取得方法 

 

(1) 対象都市および施策の概要 

本研究は富山市を対象とする．富山市は2008年に都市

マスタープラン16)を策定し，公共交通を軸とした拠点集

中型のコンパクトなまちづくりの実現を目指している． 

富山市では市内に居住する高齢者を対象とした公共交

通の運賃割引施策「おでかけ定期券事業」を実施してい

る．おでかけ定期券は，年間1,000円の利用者負担金を

支払い申し込むことで所有することができ，おでかけ定

期券の所有者は市内各地と中心市街地の特定のバス停・

電停を結ぶ公共交通を，100円の割引運賃で利用するこ

とができる17)． 

 

(2) 調査の実施 

a) 調査の実施概要 

2016年10月1日から31日まで，富山市全域に居住する

高齢者1,268人にスマートウォッチ端末を携帯すること

を依頼し，高齢者の歩行量を把握した18)．さらに，2018

年7月に，2016年の調査参加者のうち，死亡または市外

に転居していない高齢者1,183人に対して，国民健康保

険および後期高齢者保険の医療費データの利用許可を依

頼した．協力者数は662人であった． 

b) 取得したデータ 

携帯端末機より，歩数データについては1日の累積歩

数を毎時00分00秒に取得した． 

また同意が得られた高齢者のうち，2015～2017年度に

国民健康保険，後期高齢者のいずれか,もしくは両方に，

とぎれることなく加入した531人を対象に年度別の医療

費データを取得した．この医療費データには，国民健康

保険および後期高齢者保険が適用される病院の診察費，

薬代が含まれる． 

このほかにも対象者の属性データとして，年齢，性別，

2016年度と2017年度におけるおでかけ定期券の所有の有

無を取得した．また，アンケートを2016年の調査実施時

と2018年7月の調査依頼時に配布・回収した．アンケー

トでは，要支援・要介護認定の有無，歩行補助の必要の

有無を尋ねた． 

また，対象者のおでかけ定期券の年間利用日数をICカ

ードの利用履歴データにより把握した．  

 

(3) 端末機で取得したデータの加工方法 

高齢者の歩行量を把握するために，スマートウォッチ

端末より取得したデータを加工した．まず，有効日を

GPSログデータ数および歩数データ数を用いて抽出した
18)．さらに有効日が7日以上の対象者を分析対象者とし

た．  
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(4) 分析方法 

まず，4章では医療費の基礎分析として年齢層，性別，

要支援・介護認定および歩行補助の有無別の医療費の分

布を把握する．次に，5章でおでかけ定期券の利用頻度

と1日平均歩数の関係を明らかにし，6章で1日平均歩数

と医療費の関係を明らかにする．5章および6章の分析結

果をふまえたうえで，おでかけ定期券を利用した人と利

用していない人の1人あたりの医療費の差を算出し，全

利用者数により拡大することで，医療費抑制効果を計測

する． 

なお，本研究においては医療費は対数正規分布すると

仮定し，母集団の医療費平均値を最尤推定法により推定

する．また，医療費が0円となる場合，医療費に1を足し

て対数変換した場合でも分布の外れ値となるため，まず

医療費が0円より大きい対象者の医療費の平均値を最尤

推定法により推定し，さらに推定した平均値に医療費が

0円よりも大きい対象者の割合をかけることで，各属性

における医療費の平均値を推定する． 

 

 

4. 医療費の基礎分析 

 

本章は，属性による医療費の分布の違いを把握する．

図-1に年齢層，性別，要支援・介護認定および歩行補助

の必要の有無別の医療費の平均値と各医療費の区分に含

まれる割合を示す．  

まず，年齢についてみると後期高齢者（75歳以上）の

医療費の平均値は56万円であり，前期高齢者（65歳～74

歳）の平均値38万円と比べて高く，高額な医療費を支払

う人の割合が多い．性別に着目すると，男性の方がやや

高い傾向にある．  

要支援認定・介護認定の有無および歩行補助の有無に

着目すると，要支援・介護認定または歩行補助のある人

の医療費の平均値は72万円と，要支援・介護認定および

歩行補助のない人に比べると29万円高く，半数以上の人

が50万円以上の医療費を費やしていることが分かる．そ

こで，以下の分析では2016年と2018年のアンケートにお

いて，要支援・介護認定がなくかつ歩行補助が必要ない

と回答した376人を対象とする． 

 

 

5. おでかけ定期券の利用と1日平均歩数の関係 

 

おでかけ定期券の利用頻度による1日平均歩数の違い

を明らかにする．2016年で歩数データを取得した254人

を対象とする． 

図-2におでかけ定期券の2016年から2017年にかけての

平均年間利用頻度別の1日平均歩数の平均値を示す．な

お，2016年または2017年のどちらかの期間においてのみ

定期券を所有した人は，所有していない期間中のおでか

け定期券の利用頻度を0として平均年間利用頻度を算出

する．また，「利用なし」には2016年から2017年の両期

間において定期券を所有していない人も含む． 

おでかけ定期券の利用頻度が多い人ほど，1日平均歩

 

図-2 おでかけ定期券の利用頻度による 

1日平均歩数の平均値の違い   

 

 

図-3 おでかけ定期券の利用頻度による 

1日平均歩数の分布の違い   

 

図-1 各属性別の医療費の平均値および分布  
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数が大きい傾向にあることが分かる．また，1日平均歩

数をランク化し，その平均値の差を検定した結果，年間

12日(月1日)・24日(月2日)で2群に分類したとき有意水準

10%で有意な差がみられた． 

図-3におでかけ定期券の利用頻度による分類別の1日

平均歩数の分布の違いを示す．平均利用頻度が12日以上

の分類においては，4,000歩を上回る人の割合が高い傾

向にあることが分かる． 

  

 

6. 1日平均歩数と医療費の関係 

 

本章では歩数と医療費の関係を明らかにする．図-4に

1日平均歩数分類別の医療費の平均値および分布を示す．

また，表-1に歩数区分ごとの平均順位の多重比較検定

(Steel-Dwass の方法)の結果を示す． 

歩数の多い分類ほど，医療費の平均値は低い傾向にあ

る．また，検定の結果，>8,000歩/日と<=4,000歩/日およ

び>4,000歩/日と<=4,000歩/日に有意な差がみられた． 

 

 

7. おでかけ定期券の利用と医療費の関係 

 

5章および6章の分析結果より，おでかけ定期券を年間

12日以上使う人の1日平均歩数が多いこと，1日平均歩数

が4,000歩を上回る分類においては医療費が低い傾向に

あることが明らかとなった．以上より，おでかけ定期券

の利用により歩行が促進され，医療費が抑制されること

が示唆される．そこで，本章では公共交通運賃割引施策

の利用の有無に着目し，医療費抑制効果を算出する． 

まず，5章で1日平均歩数が有意な差がみられ4,000歩よ

りも多く歩く人の割合が高い，平均利用日数12日以上の

対象者を「利用有り」，12日未満の対象者を「利用無し」

として，おでかけ定期券の利用の有無による1人あたり

の医療費の差を算出した． 

表-2に前期・後期高齢者それぞれについて，利用の有

無による1人あたりの医療費の差を示す．1人あたりの医

療費の差は前期高齢者において12万円，後期高齢者では

11万円であった． 

さらに，この1人あたりの医療費の差に2018年度にお

けるおでかけ定期券所有者24,972人，2016年のおでかけ

定期券所有者のうち前期または後期高齢者の割合，定期

券を12日以上利用した人の割合の2016年と2017年の平均

値，平均利用日数が12日以上の人のうち2016年と2018年

において要支援・介護認定または歩行補助のない人の割

合をかけることにより前期高齢者，後期高齢者それぞれ

について医療費抑制効果を算出した．結果，医療費抑制

効果は，前期高齢者において451百万円，後期高齢者に

おいて548百万円，合計999百万円であった． 

 

 

8. まとめ 

 

本研究では，健康保険の給付情報に基づく医療費デー

タを用いて，富山市で実施されている公共交通運賃割引

施策「おでかけ定期券事業」の医療費抑制効果を定量的

に計測することを目的とし，以下の調査および分析を行

った． 

まず，2016年から2018年にかけて，富山市に居住する

高齢者531人を対象に国民健康保険および後期高齢者保

険の給付情報から医療費データを入手した．併せて，携

帯端末を配布して，日常の生活行動調査を実施し，歩行

量データを取得するとともに，おでかけ定期券の利用状

況に関するデータについても収集した． 

 

表-2 おでかけ定期券の利用による医療費抑制効果の算出  
一人あたり 

医療費の差 

定期券 

所有者数 

前期/後期 

高齢者の割合 
平均利用率 

要支援・介護なし 

歩行補助なしの割合 
抑制効果 

前期高齢者 119,520 ×24,972 ×42.01% ×36.76% ×97.92% =451百万円 

後期高齢者 109,820 ×24,972 ×57.99% ×41.71% ×82.61% =548百万円 
 

 

図-4 1日平均歩数の分類による医療費の違い 

 

表-1 歩行量分類による医療費の多重比較検定の結果 
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そして，これらのデータを用いて，おでかけ定期券を

年間12日以上利用する人の方が利用しない人よりも多く

歩くこと，ならびに，4,000歩を上回る1日平均歩数が多

い分類に含まれる人において，医療費が安い傾向にある

ことを統計的な分析により明らかにした．その上で，お

でかけ定期券を12日以上利用した人と12日未満利用した

人の医療費の差を算出することで，医療費抑制効果を定

量的に計測し，合計999百万円であることを明らかにし

た． 
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